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要約：  

温暖化に伴う水害の激甚化を受けて、地方自治体において防災・減災対策と適応策を統合し、適応能力と感受性に

より構成される脆弱性を低減させることが急務である。しかし、適応能力は多様な社会経済的な要素を含むため、政

策上どの構成要素が重要であるかに関する包括的な検討は限定的である。そこで、本稿は、アンケート調査を実施し、

地方自治体の現在の防災対策実施状況（ハード・ソフト・転換策の合計44対策）と各対策に関する将来の適応策の

必要性認識に基づいて適応能力と感受性の構成要素の重要度を評価した。結果として、重要度が高く評価された適

応能力要素は、地域コミュニティの「インフラ」（防災用）、「教育」（自主避難判断力、危険認知度）、「情報」（監視警

戒力、情報伝達力）、「コミュニティガバナンス」（避難誘導力）、並びに、適応策の促進に不可欠な、「行政制度」にお

ける防災体制整備度（連携体制を含む）、気候変動対応学習能力、科学的予測能力であった。感受性に関して、居

住地・避難所・遊水地・森林整備といった、まちの構造や自然環境に係る「土地利用」や災害リスク特性に係る「建物」

の重要度が高く評価された。今後、こうした要素を適切にモニタリング・評価する指標を整備するとともに、各自治体・

地域コミュニティの状況に応じて、重要度が低く評価された要素を強化する防災・適応策の実施拡大と関連指標の

整備が望まれる。最後に、適応策の重要度の評価結果を候補指標に関するアンケート調査結果と比較検討し、上述

の方法論の可能性と課題を考察した。 
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政策決定者向け要約 
 
筆者らは、気候変動により激甚化する水害に対する地方自治体の気候変動適応策立案・実施の支援

を目的として、2019年11月～2020年7月に被災地フィールド調査、自治体の防災担当者ヒアリング調査、

並びに47都道府県と51主要都市（都道府県庁所在地と政令指定都市）を対象としたアンケート調査を実

施した。本稿では、アンケート調査結果に基づいて、主に地方自治体にとって政策上重要な適応能力の

構成要素（以下、要素と記載する）と候補となる指標を示すことにより、今後どのような適応策を行っていく

必要があるかを分析した。自治体の適応能力要素の重要度は、現在の対策実施レベルと将来の適応策

の必要性の両面から評価した。なお、防災・適応策の政策目標は、「脆弱性」（適応能力と感受性からな

る）の低減1により災害リスクを低減することであるため、分析においては感受性の重要度の評価も含めた。

以下に主な結果を示す。 

重要度が高く評価された適応能力要素（3.1節、図4参照）は、地域コミュニティの「インフラ」（防災用）、

「教育」（自主避難判断力、危険認知度）、「情報」（監視警戒力、情報伝達力）、「コミュニティガバナンス」

（避難誘導力）、並びに、適応策の促進に不可欠な、「行政制度」における防災体制整備度（連携体制を

含む）、気候変動対応学習能力、科学的予測能力であった。将来の適応策の必要性認識が重要度の評

価に相対的に大きく寄与した要素は、「財政」、「教育」（自主避難判断力、危険認知度、気候変動対応

学習能力）、「情報」（監視警戒力、情報伝達力）、「コミュニティガバナンス」（水防活動度、救助・救援

力）、「行政制度」の科学的予測能力であった。感受性（3.1節、図5参照）に関して、居住地・避難所・遊

水地・森林整備といった、まちの構造や自然環境に係る「土地利用」や災害リスク特性に係る「建物」の重

要度が高く評価された。森林整備に関する評価結果は、生態系を活用した防災・減災(Eco-DRR)により

脆弱性を低減し適応策として機能させる取り組みの重要性を裏づける結果の1つといえる。 

続いて、人的被害（負傷・死亡・行方不明者）を低減する適応能力指標に関する自治体職員による主

観的評価結果（3.3節、図6参照）によると、自助・共助に係る指標の方が公助に係る指標よりも人的被害

を低減すると判断される傾向が見られた。人的被害を低減との関連性（相関）が高いと回答された指標を

順に示すと、避難訓練実施状況、自主防災組織率、消防署・消防団数、職員による地域説明会の実施

回数、地区防災計画策定状況等のコミュニティガバナンスに係る指標、地域説明会への住民参加人数

の教育に係る指標、地域防災計画の策定状況、自治体の防災関連の職員数、自治体の防災関連予算

規模（災害復旧事業費等）、広域消防相互応援協定の締結状況の行政制度に係る指標、世帯のスマー

トフォン保有率、世帯のテレビ保有率、世帯の防災行政無線（戸別受信機）保有率、防災関係者におけ

る女性の割合、自治体の財政状況（実質収支比率や財政力指数等の財政上のゆとり）、地域活性化に

関する包括的連携協定の締結状況となる。 

激甚化する気候災害リスクの低減に向けた防災・適応策の推進のために、以下の項目（政策提言）に

留意することが望まれる。 

 
  

                                                      

 

1 または、「強靭性（レジリエンス）」の強化。本稿では、脆弱性の低減と強靭性の強化を同義として取り扱う。 
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政策提言 

 

 3.1節（図4、図5）において重要と評価された適応能力・感受性の要素を適切にモニタリング・評価す

る指標を整備するとともに、各自治体・地域コミュニティの状況に応じて、重要度が低く評価された要

素を強化する防災・適応策の実施拡大と関連指標の整備が望まれる。指標整備に際しては、3.3節

の図6および質問紙調査の自由記述の回答結果を参照されたい。 

 自助・共助・公助に注目すると、適応策実施に不可欠な「行政制度」に代表される公助の重要性はもとよ

り、個人の対策実施や避難行動に深く係る「教育」や「情報」といった自助・共助の適応能力要素が高く評

価された（3.1節）。その一方、地域で助け合うコミュニティの存在や社会関係資本（本稿では「コミュニティ

ガバナンス」に含むと想定）は共助に係る重要要素であるが、危機管理課を中心とする部署の対策メニュ

ーには必ずしも共助の力を向上させる対策が網羅されていない可能性が示唆された。自治体の行政区

内の地域コミュニティ全体の適応能力をさらに向上させていくために、地域コミュニティの共助に係る防

災・適応策の対策強化の必要性の検証が急務である。 

 現在の対策実施レベルは低いが将来の適応策の必要性が高いことが明らかになった対策は、現状と必

要性との間のギャップが大きく、対策強化を行わない場合に致命的な影響を及ぼす懸念がある（付録表7
の赤色の対策項目を参照）。ハード対策に関しては防災・減災を目的とした森林管理や既存のハード整備

項目の適応策との対応表の作成、ソフト対策に関しては住民主導の監視カメラ・センサー設置支援、土砂

災害ハザードマップの想定の引き上げ、地区防災計画の作成支援（計画に適応策を統合する必要有り）

であった。これらは現状対策の単純延長ではなく新規もしくは非連続的（転換的）な対策実施が必要な防

災・適応策（付録表7参照）であるため、政策立案検討に際して十分留意する必要がある。 
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1. はじめに 

1.1. 背景と目的 

モンスーン気候帯に属する日本では、気象観測が始まった明治時代以来度重なる水害を記録してきた

が、高度経済成長期に河川・沿岸堤防、治山設備等のインフラ構造物の整備が進み、その被害規模を大

きく低減させてくることができた。しかし、人為的気候変動の影響が確認された2017年九州北部豪雨と

2018年7月豪雨（通称、西日本豪雨）(気象庁 2018)（Imada et al. 2020）や令和元年の台風15号や台風

19号を筆頭に、近年豪雨災害の規模や頻度が顕著になっている。その原因の1つは、豪雨の頻度の増大

である。日本全国平均では、過去100年以上の長期トレンドとして年降水量は増加していない一方、日降水

量100mmや200mm以上の豪雨の日数（図1）と無降水日数の頻度がともに増大している(文部科学省・気

象庁 2020)2。近年水害が増大している工学的な原因として、インフラ設備の老朽化が指摘される(気候変

動による水害研究会 2018)。社会学的な観点からは、高齢化や単身高齢世帯の増加等も水害による人

的被害増大の一因といえる。水害のさらなる根本原因として、都市化や人口密集化により、土砂災害危険

地帯や浸水想定区域に人口や資産が集中してきたことも指摘されている(秦康範・前田真孝 2020)。 

 

図1. 日降水量100 mm 以上及び200 mm 以上の年間日数の経年変化（1901～2019 年） 
出典）(文部科学省・気象庁 2020) 

 

このように、気候変動により規模や頻度が増大する水害（以下、「気候災害」3）のリスクは、降雨特性等の

気候外力（ハザード）、適応能力と感受性に係る様々な社会経済的・生物物理的要素からなる脆弱性4、

並びに気候災害の影響下にある人口や資産を指す暴露からなる複合的な要因によって発現すると考えら

れている(IPCC 2012)(IPCC 2019)。気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第5次評価報告書(IPCC 2014)
によると、適応能力は「技術、価値観、信条、資源、機会を用いて短中期の悪条件に対処、管理、克服す

                                                      

 
2 文科省・気象庁（2020）はさらに、「21世紀末には、20世紀末と比較して、大雨及び短時間強雨の発生頻度が全国平

均では有意に増加する」（高い確信度）（p.57）との予測を示している。 
3 本研究では、気候変動の影響を受けて規模や頻度が増大する水害（洪水、台風、高潮、土砂崩れ等を含む）を統一

して、気候災害と呼ぶ。気候変動に起因する災害は、熱波による健康被害や森林火災等も含むが、本稿では上述の水害

に限定する。 
4 Adger(2006)は、開発および自然災害研究の1970年代以来の系譜に基づき気候変動研究における脆弱性の成り立

ちを示し、脆弱性が社会生態システムに係る概念に拡張されてきたことを論じた。白井(2012)は脆弱性の概念整理とともに、

影響分野横断的に（水害を含む）脆弱性の規定要因を整理した。 
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るための人、制度、組織、システムの能力」(Connelly et al. 2018)5、感受性は「システムや（生物）種が気

候変動により影響（悪影響または好影響）される程度」と定義される(IPCC 2014)。今後の温暖化の進行を

考慮すると、パリ協定7.1条の適応策の目標としても掲げられているように、国、地方自治体、都市、地域コ

ミュニティ6に至るまで各レベルにおいて適応能力の向上と感受性の低減による脆弱性の低減、並びに強靭

性（レジリエンス）の強化が急務となっている7。 

適応能力や感受性を考慮した脆弱性評価は、国(Brooks, Adger, and Kelly 2005)(Chen et al. 2015)、
地方自治体(Marzi, Mysiak, and Santato 2018)、都市(Tapia et al. 2017)など様々なスケールで行われて

きたが、地域コミュニティの状況に即した防災・適応策推進のためには、国よりもダウンスケールした脆弱性

評価が重要となる。渡邊ら(2018)は、ドイツ連邦政府による脆弱性評価のガイドライン(Buth et al. 2017)を
参考にしつつ、独自に脆弱性指標選択プロセスに関する方法を体系化し暑熱分野での都道府県レベルの

指標選択の事例を示した。大場ら(2019)は都道府県レベルの統合的な脆弱性評価システム(Vulpes I; 
Vulnerability Pluralistic Evaluation System)の概要と人口動態や土地利用変化を考慮した将来の地域の

気候リスク評価枠組みを示した。 

しかしながら、日本の気候災害分野おいては、地域コミュニティレベルの脆弱性指標の選択方法に関す

る包括的な検討例は未だ限定的である8。そのため、どのような要素が適応能力と感受性を構成しているか、

さらにどの要素が地方自治体の政策上重要であるかに関する知見蓄積が必要と考えられる9。包括的な検

討例が限られる第1の理由として、気候災害分野の適応能力の概念が、インフラ構造物のような工学的要

素、情報伝達・認知を介した避難行動等に係る心理・社会学的要素、さらには将来の気候変動予測能力

や学習能力といった幅広い要素を含み、指標選択方法を含む体系的な評価が困難であることが挙げられ

る10。第2の理由として、防災力の概念と適応能力の概念の比較整理が十分に行われていない点も挙げら

                                                      

 
5 IPCC WG2第5次評価報告書(IPCC 2014)では、“The ability of systems, institutions, humans, and other organisms 

to adjust to potential damage, to take advantage of opportunities, or to respond to consequences”と、適応能力が

システム、制度、人、組織に係る能力であることが定義されているのみであり、その構成要素に関して明示的に定義してい

ない。それに対して、Connelly et al.(2018)は同報告書の適応能力の内容を総括し、“The ability of people, institutions, 
organizations, and systems, using available skills, values, beliefs, resources, and opportunities, to address, manage, 
and overcome adverse conditions in the short to medium term.” (p.5)と、技術、価値観、信条、資源、機会等の構成

要素を示した。 
6 本稿では、地域コミュニティとは、小学校区や町内会など市町村（行政区）よりも詳細な地区を指すものとする。永松ら

(2009)図2では、市町村、学校区、自治会の順に複層的な地域構造を表示している。 
7 本稿では、強靭性（レジリエンス）の強化と脆弱性の低減をほぼ同義の概念として使用し、脆弱性が適応能力と感受性

とで構成されるというIPCC（2019）等の定義に則って分析する。 
8 白井ら(2014)は、水害、農業、暑熱など分野横断的に適応能力や感受性に関する概念整理と適応策の類型化（時間

軸と対策レベル等の観点）を行った。大場ら(2019)は全分野における脆弱性評価を進めていることに言及しており、水害の

検討も開始されていると考えられる。馬場・田中（2015）は都市のレジリエンスに係る指標を都市指標、市民指標、行政指

標に類型化し、行政指標の例として、リスク認知評価の41指標、脆弱性評価の28指標、回避すべきリスクの24指標を提示

し、リスク認知と回避すべきリスクの指標に関する質問紙調査結果を示した（脆弱性評価結果については示されなかった）。

その後、馬場・田中（2015）が提示したレジリエンスの都市指標(川久・田中・馬場 2017)と市民指標(小杉・馬場・田中 
2017)の評価も行われたが、気候災害分野の脆弱性（適応能力と感受性）の指標選択に絞ったより詳細な検討の余地が

残されている。 

9 気候変動適応法（2018年12月施行）においても、「適応能力」に関する言及は見られない。 
10 適応能力、ひいてはより広い概念にあたるレジリエンスの概念整理は馬場・田中(2015)や塩崎・加藤・菅田(2015)によ

り行われた。馬場・田中（2015）はNorris et al. (2008)によるレジリエンスの定義を「災害に対処できる総合的な適応能力」、

また「ネットワーク化された適応能力の集合」として引用しつつ、経済発展、情報通信、コミュニティの能力、社会関係資本

等が適応能力の構成要素と規定されたことを指摘した。塩崎ら（2015）は多様な文献をレビューし都市システムのレジリエン
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れる。日本の地方自治体の文脈で気候災害に対する適応能力や感受性を把握するためには、多年の研

究蓄積がある水害に対する「地域防災力」の評価事例（概念整理や指標作成）を踏まえつつ、適応策に特

有の適応能力を追加し再構成する必要がある11。 

気候変動影響は地域コミュニティ毎に異なる形で発現するため、地方自治体によるインフラ構造物に係

るハード対策や様々なソフト対策の支援、いわゆる公助のみならず、地域住民や地元企業によって行われ

る自主的な取組み（自助・共助）が必要不可欠である12。今後の気候変動影響の増大を考慮すると、自

助・共助・公助が相乗的に発展していく必要があり、地方自治体や地域コミュニティの対策実施能力を包括

的に把握することが求められる。 

また、地方自治体や地域コミュニティの脆弱性評価を現実の政策に活用するには、指標選定にとどまら

ず、どのような取り組みをすれば適応能力を向上させ感受性を改善させられるかという点まで一体的に評

価することが肝要となる(永松ら 2009)(p.6)。先行研究では対策項目自体を適応能力指標と考えるケース

も散見されるが、適応能力は人、制度、組織、システムの能力（状態を表す）であって、対策自体ではない

点を識別しておくことは重要である。 

以上の背景をふまえて、本研究は、地域防災力の概念と統合する形で、気候災害分野の地方自治体

の適応能力と感受性の重要度と候補となる指標を評価した。具体的には、全国の地方自治体による現在

の防災・減災対策実施レベルと将来の適応策の必要性認識に関するアンケート調査を行い、現在・将来の

時間視野の下、地方自治体の適応能力と感受性の構成要素の重要度スコアを示した。併せて、アンケート

調査の直接的な回答結果である将来の適応策の必要性認識、および適応能力の潜在的な指標に関する

回答結果も示した。これらの結果を比較検討し、本稿で示した適応能力と感受性の評価方法の課題ととも

に、今後の適応策のあり方を、指標整備、モニタリング・評価、さらなる対策強化の観点から考察した。 

 

1.2. 本稿の構成 

第2節では、分析手法を説明する。先行研究を紹介しつつ本研究の対象範囲、手法、手順の特徴を示

すとともに、適応能力と感受性の分類方法、質問紙調査の概要を示す。第3節では、①地方自治体の適応

能力と感受性の構成要素の重要度に関する評価結果を示すとともに、②地方自治体による防災・減災対

策の実施状況と適応策の必要性認識、および③適応能力の潜在的な指標に関する質問紙調査の回答結

果を示す。第4節では、第3節の結果から、①～③の方法論の可能性と課題を論じつつ今後の研究課題を

示し、結論を述べる。 

                                                      

 
スを安定性と適応性（「適応的再構築能力」）とに分類した。 

11 代表例として、永松ら(2009)は12の先行研究をレビューし、地域防災力の主要な構成要素を地域住民の「リスク認

知」、直接的に災害被害に軽減に寄与する「顕在力」、防災を直接の目的としていないが災害時に役立つことが期待される

地域の「潜在力」の3要素に分類した。その結果、リスク認知を地域防災力の構成要素に含めた研究はレビュー時点で総務

省消防庁(2003)、内閣府(2003)、神尾・今村(2005)の3例に限られ、地域住民の個人のリスク認知まで考慮したのは内閣

府(2003)、神尾・今村(2005)である点を示した。永松ら(2009)が研究展望として指摘したように、地域防災力や適応能力の

評価に際して、防災活動が行われる地域構造（自治体と地域コミュニティの多重性）や社会的構造（住民や地域コミュニテ

ィの社会的組織との連携等）、住民のリスク認知、防災力や適応能力を高める間接的な要因（各種制度等）、地域コミュニ

ティの物理的脆弱性（本稿では感受性として扱う）等についても考慮する必要がある。 
12 たとえば、東日本大震災以降、防災対策基本法の改定を経て地域住民・企業による自発的な防災計画作りである地

区防災計画制度(内閣府 2014)が確立したが、同計画は自助・共助の力を最大限に発揮し、地方自治体の負担を和らげ

るとともに公助を補強することに寄与することが期待されている(内閣府 2017)。 



 

8 

 

IGES Working Paper 2020年1月 2016年3月 IGES Working Paper 地方自治体の気候災害に対する適応能力と感受性の評価―現在の防災対策レベルと将来の適応策の必要性に基づく推定― 

2. 分析手法 

2.1. 本研究の対象範囲 

図2において、適応策の実施プロセスと本研究の対象範囲を示す。まず、(1)自治体による防災・減災対

策や適応策の準備・実施し、その結果を(2)モニタリング・評価し、次期の対策準備・実施にフィードバック

（(2)→(1)）するプロセスが基本となる。さらに、(2)モニタリング・評価は(3)適応能力と感受性に関する指標

選択を前提に行われる（(3)→(2)）だけでなく、モニタリング・評価の結果を基に指標選択方法を改善する役

割（(2)→(3)）も有する。適応策に特徴的なプロセスとして、(4)気候（気温、降水量等）予測や気候変動影

響（リスク）予測、さらに(5)適応策の将来的な対策効果の評価が挙げられる。こうした科学的知見が(1)から

(3)の循環的プロセスにフィードバックされることが期待されている。なお、(3)の対策に関して、白井ら(2014)
が提示した防御（レベル1）、順応・リスク最小化（レベル2）、転換・再構築（レベル3）に対応させハード・ソフ

ト・転換策の3類型とする13。 

 

 
 

図2. 適応策の実施・研究プロセスと本研究の対象範囲（太枠：(1)(6)(7)） 

 

脆弱性指標の抽出・選定のステップを体系的に示した渡邊ら(2018)は、指標選択方法が統一されてい

ないため、指標選択の実施者のもつ知見の程度により結果が左右されるという課題を指摘した。 

そこで、本研究では、政策上重視されている適応能力と感受性の構成要素を評価する手法を考案し、

指標選択に一定の根拠を与えることを目的とする（図2のステップ(1)(6)(7)に該当）。地域コミュニティや自

治体の実際の適応能力・感受性の要素を評価する直接的な手法（以下、手法A）には、適応能力の重要

な要素を住民や自治体職員に直接回答してもらう方法がある。しかしながら、事前ヒアリング調査にて、重

要な適応能力の要素を直接回答することは主観に頼らざるをえず、容易ではない点を指摘いただいた。そ

のため、自治体の現状の対策実施レベルと各対策に関する将来的な適応策の必要性レベルを把握し、現

在と将来の時間的視野の下、全国平均でどの適応能力の要素が重視されているかを間接的に把握する手

法（以下、手法B）を検討する14。 

                                                      

 
13 白井ら(2014)は順応・リスク最小化の対策の中にハード対策も含んでいるが、レベル1の対策群の主眼にあるのがハー

ド対策であることから上記のように分類する。 
14 なお、適応能力や感受性は概念的なものであり、実際の政策においては経験に基づいて指標選択やモニタリング・評

価並びに対策の再検討が行われていると考えられる。しかし、日本では防災分野の適応能力指標の整理検討は草創期に

(7)地域コミュニティの適応能力
と感受性の評価

(1 ) 自治体の対策準備・実施
（ハード・ソフト・転換策）

(2) モニタリング・評価および
対策準備・実施への活用

(4) 気候及び気候変動影響
（リスク）予測

(5) 適応策の将来的な
対策効果の評価

(3) 自治体レベルの適応能力と
感受性に関する指標選択

(8) 統計解析(適応能力・感受性
指標のリスク指標との相関）

(6) 各調査（質問紙、フィール
ド、ヒアリング、文献等）

【自治体による対策】【予測科学】 【経験科学】
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手法Bの重要な仮定は、当該対策の実施レベルおよび将来的な適応策の必要性レベルが、全国の自治

体職員が認識する地域コミュニティレベルの適応能力と感受性の重要度を代表するものと想定した点であ

る15。上に述べた通り、全国の自治体職員の認識は現在あるいはこれまでの気候災害に対するものであり、

将来の気候変動あるいは社会経済変動を踏まえたものではないと考えられるため、将来的な適応策の必

要性を併せて調査することで、将来までの時間視野を含めた形で適応能力と感受性の重要性を把握する。

手法Bでは、ベースとしてもともと存在する適応能力と感受性を所与として、①現在の政策実施により向上・

改善が期待されている要素の重要度と、②将来に向けて向上・改善が必要な要素の重要度を測ることが

可能である。手法Bの利点は、対策の実施レベルと必要性認識を根拠にしているため、現状対策と結びつ

いた適応能力・感受性の評価が可能となる点である。ただし、ベースとなる適応能力と感受性の重要度の

大小は測れないため、地域コミュニティや行政区を対象として、上述の手法Aやその他の手法（内閣府の地

域防災力指標に準ずる手法や統計的な手法等）を補完的に実施する必要がある。 

なお、事前ヒアリング調査により、近年の豪雨災害の被災自治体の担当者（市区町村や地区）は定期的

に住民説明会や地域コミュニティの見回りをされているため、自治体の対策実施レベルや適応策の必要性

の回答には地域コミュニティの適応能力と感受性を向上・改善する重要性が反映されていると考えられる。

たしかに、気候災害のリスクの影響を受けるのは地域コミュニティの住民や地元企業であり、適応能力や感

受性も地域コミュニティレベルで把握される必要がある(Hinkel 2011)(白井ら 2017)。しかし、本研究は最

終的に全国の地方自治体の防災・減災対策、および適応策の検討に資する目的としているため、実際の

地域コミュニティレベルにおける適応能力と感受性の重要度を直接測る手法は選択せず、手法B（および補

足的に手法A）を選択する。 

渡邊ら(2018)も指摘する通り、客観的な指標選択のためにはデータを用いた統計解析により対象リスクと

相関を有する適応能力や感受性の構成要素を分析する方法もある（図2のステップ(8)に該当）。自然災害

に関する統計解析には国から自治体や地区（村）まで様々な地理的スケールの研究が蓄積されており16、

Arino et al. (2020)では本研究に関連づけて、公開データを使用した統計解析により都道府県レベルの気

候災害に対する適応能力・感受性の評価も行った。この方法であれば、ベースとしてもともと存在する適応

能力や感受性の効果を検証することが可能である。 

2.2. 分析の手順 

本手法（図2のステップ(6)(7)）の具体的手順を図 3に示す。手順1として、ヒアリング調査、フィールド調

査、文献調査から自治体の対策メニュー（ハード・ソフト・転換策）を網羅的に列挙する。平行して、事前に

文献調査により感受性、適応能力の構成要素について候補を挙げておき、ヒアリング調査とフィールド調査

にて検証し、取捨選択を行う。手順2として、質問紙調査によって、全国の自治体（都道府県、都道府県庁

所在地、政令指定都市）の対策実施状況と気候変動適応策の必要性を定性的なレベル（それぞれ5段階、

2段階）で把握する（手法B）。併せて、質問紙調査により、適応能力の潜在的な指標を調査する（手法A）。

手順3にて、対策メニューの各対策と適応能力・感受性の構成要素の対応関係を示す表を作成する。なお、

                                                      

 
ありIPCC等で示される科学的な概念整理と政策の実施の間には距離があるのも事実である。本研究は、そうした科学と政

策の間のギャップの縮小に少しでも貢献することも目的としている。 

15 手法Bでは実際の地域コミュニティレベルにおける適応能力と感受性の重要度は測れない点には留意が必要である。 
16 たとえば、Kousky (2014)は主に国別データを用いた自然災害被害（死亡者と資産被害）の決定因に関する様々な実

証分析のサーベイを行い、GDP、民主的政治、制度の質、教育、金融システム等で代表される経済・社会開発水準が高い

ほど人的被害が低減するという結果を示した。林(2014)は、UNDP(2004)が示したリスク評価モデルを応用し、日本の都道

府県データから、年少人口比率、県内総生産、資本ストック（民間企業資本、社会資本）、災害復旧や治山治水への行政

投資比率等が被害低減と相関する結果を示した。また、インド沿岸部の村単位のサイクロンによる死者に関する実証分析

(Das and Vincent 2009)は、野生マングローブや早期警戒システムが効果的な対策であることを示した。 
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各対策が複数の適応能力・感受性の構成要素と対応することを許容する。手順4の①にて、同対応表と手

順2で把握した現状の対策実施レベルと将来的な適応策の必要性レベルに基づいて、地方自治体の適応

能力・感受性の構成要素の「重要度スコア」を算出する。各対策実施レベルに関して「1」または「2」（全国

平均値上位50%以内の対策には「2」、それ以外は「1」）を付与し、さらに、気候変動適応策が必要と回答さ

れた対策に「1」または「2」（ハード・転換策は「必要有り」との回答シェアが上位50%以内の対策に「2」17、そ

れ以外には「1」。ソフト対策は対策メニューのうち「必要有り」と回答された対策に「2」、対策メニュー以外で

「必要有り」と回答された対策に「1」）を付与する。したがって、各対策には、合計2～4のスコアが付与される。

それらを合計して各構成要素の重要度を算出する。その後、ハード・ソフト・転換策の間の重みが均等にな

るよう補正係数を乗じる。また、1つの対策が複数の構成要素に関連する場合も補正係数により、その影響

を均す。手順4の②は、①の結果にも反映されているが、適応能力を向上させるための適応策の具体的示

唆を含むため、3.2節にて結果を示す。さらに、手法Aに基づく③の結果は①の結果と補完的な位置づけに

あるため、3.3節にて結果を示す。 

  

 
図 3. 分析の手順 

 

2.3. 適応能力と感受性の構成要素の分類 

手順3の対応表作成に際して、適応能力と感受性の構成要素の分類を行う（表1、表2）。IPCC(2014)
をふまえて渡邊ら(2018)が指摘するように、一般性の高い適応能力の分類としては、システム、人・組織、

制度と整理できるが、都道府県、市区町村、地区・コミュニティ（自治会や校区等）の重層構造をふまえて

より詳細に分類する必要がある。そこで、表1の通り、様々な支援メニュー（公助）を通じて地域コミュニティ

の適応能力向上に大きく寄与する行政制度と、コミュニティ自体の適応能力（たとえば、世帯の所得・貯

蓄等の経済状況や地区の財政状況、自助能力に関わる防災教育、共助能力に関わるコミュニティガバ

ナンスといった要素）と明確に区分する。なお、要素の網羅性を追求すると項目が細かくなりすぎるため大

分類（適応能力はインフラ、経済、財政、教育、情報、コミュニティガバナンス、行政制度、感受性は人間、

建物、土地利用）に対応させて、小分類として整理する。 

 
  

                                                      

 
17 数十年先の長期的な視点でのインフラ再構築や土地利用変化が必要となるハード対策と転換策については全項目に

ついて気候変動適応策の必要性（有無）を回答してもらったため、「必要有り」との回答シェアが上位50%以内の対策を選

ぶ。 

自治体の対策（ハード・ソフト・転換策）の列挙

自治体の対策実施状況および気候変動適応策の
必要性に関する質問紙調査（手法B）

各対策と適応能力・感受性の対応表の作成

①地域コミュニティの適応能力・感受性の
構成要素の重要度スコアに関する結果

（3.1節）

手順１

手順２

手順３

手順４

適応能力の潜在的な指標に
関する質問紙調査（手法A）

②適応策の必要性
認識に関する結果

（3.2節）

③適応能力の潜在的な
指標に関する結果

（3.3節）
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表1. 気候災害に対する適応能力の分類（大分類、小分類） 

 
 

表2.  気候災害に対する感受性の分類（大分類、小分類） 

 
 

日本の防災行政には多年に及ぶ経験蓄積があるため、そうした対策現場の知見を出発点として気候

変動に対する適応能力の理解促進を目指す。そのため、図2（6）に示すように、地域防災力に寄与する

様々な対策や制度に関する資料18を整理した結果、地域防災力の要素を網羅した内閣府(2021)の水害

診断ツールの8要素である自主避難判断力、危険認知度、監視警戒力、情報伝達力、避難誘導力、水

防活動度、救助・救援力、防災体制整備度（連携能力を含む）を援用する。適応能力については、適応

策実施のため必要となる科学的予測能力と気候変動対応学習能力の2要素を独自に想定する。表3は、

白井(2016)、白井ら(2017)により提示された順応型管理の要素（①～④）と本稿で想定する適応能力の

対応関係を示す。順応型管理は今後自治体で実施されていくことが期待されており、該当する適応能力

の強化が望まれる。表1（右2列）に示す通り、これらの2要素は適応策に特有の適応能力であると考えら

                                                      

 
18 公助では補えない自助・共助の能力を高めると考えられる地区防災計画(内閣府 2014)や、感受性を根本的に改善

すると考えられる事前復興計画(中林一樹 2011)(齋藤・糸井川 2017)(大津山堅介・牧紀男 2018)など、東日本大震災

等の大規模災害の教訓を経て設計された日本の防災制度における重大な制度改変等も考慮した。 

範囲 大分類 小分類
防災・適応
に共通

適応に特有

インフラ
防災（ハード構造物、避難所、センサー等）・非防災
（道路・鉄道・上下水道等）

✔

経済 世帯所得・貯蓄等 ✔

財政 地域コミュニティの財政 ✔

自主避難判断力 ✔

危険認知度 ✔

気候変動対応学習能力 ✔

監視警戒力 ✔

情報伝達力 ✔

避難誘導力 ✔

水防活動度 ✔

救助・救援力 ✔

防災体制整備度（連携体制含む） ✔

対策基盤整備度（条例・計画等の制度構築能力） ✔

防災体制整備度（連携体制含む） ✔

気候変動対応学習能力 ✔

科学的予測能力 ✔

自治体 行政制度（公助）

地域コミュニティ

教育（自助）

情報（自助・共助）

コミュニティガバナン
ス

（共助）

範囲 大分類 小分類
防災・適応
に共通

適応に特有

年齢 ✔

要援護者（社会的弱者） ✔

建物 住宅特性（階数、材質、築年数等） ✔

まち・地域コミュニティの構造（居住地・産業・避難所等
の立地等）

✔

自然環境（森林、遊水地等） ✔

人間

地域コミュニティ

土地利用
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れる。行政制度の対策基盤整備度（条例・計画等の制度構築能力）は、自治体の対策実施の基礎力を

表す要素として、辻・戸川・大場(2020)を参照して定義した19。 

感受性に関して、人間については年齢や要援護者の2要素、建物については住宅の特性（階数等）の1
要素、土地利用についてはまち・地域コミュニティの構造（居住地・産業・避難所等の立地）と自然環境保

全（森林整備等）の2要素を特定する。感受性の土地利用の要素特定には国土交通省(2014)を参照した。

なお、たとえば地域で助け合うコミュニティの存在、社会関係資本が弱いこと、また孤立化や分断化等も感

受性の要素と考えられるが、これらの要素は表1の「コミュニティガバナンス（共助）」に含まれるものと考え、

本稿では適応能力として扱う。さらに、経済的な側面での貧困、失業、貯蓄の程度等は表1の「経済」「財政」

として、行政の財政力は行政制度（公助）の対策基盤整備度（の前提条件）として、適応能力の要素と想定

する。なお、災害経験とその記憶・記録なども感受性に関連すると考えられるが、本稿では明示的に考慮し

ていない。 

以上のように、適応能力と感受性の合計で19要素（小分類）を抽出する20。 

 
表3.  順応型管理の特徴的要素と適応能力の対応関係 

 
 

2.4. 質問紙調査の概要 

2020年3月25日から5月22日までの期間に質問紙調査を実施した。質問紙は、47都道府県と51の主要

都市（都道府県庁所在地と政令指定都市）、合計98の地方自治体に送付・回収した（回収数37、有効回

答数37、有効回答率38％）。主な回答者は、防災・減災対策を含む危機管理に携わる地方自治体の担

当者であり、インフラ整備に係る部署の担当者にも一部の質問に回答頂いた。鹿児島、大分、福岡、広島、

岡山、長野、神奈川、千葉の各県で2019年10月から2020年3月にかけて行われた事前インタビュー（3県

12市1地区）と現地調査の結果に基づいて作成した。  

表4は、A.ハード対策（10対策）、B.ソフト対策（25対策）、およびC.転換策（9対策）からなる対策リストであ

り、各対策と適応能力・感受性との対応関係を示す（詳細な対応表は付録の表6、表7を参照）。これらの対

応関係は、表1、表2の小分類と各対策の関連性の有無により規定した。適応能力がハード・ソフト・転換策

の全ての対策に関連しているのに対して、感受性は主に転換策に関連し、ハード・ソフト対策のうち建物の立

地や土地利用（自然環境保全含む）に関する対策にも関連する。ソフト対策は多様であるため、経済、財政、

教育、情報、コミュニティガバナンス、行政制度に関する適応能力項目と関連する。たとえば、ハザードマッ

プ作成支援は、直接または間接的に適応能力、感受性双方に関連する。 

                                                      

 
19  辻・戸川・大場(2020)は自治体規模が大きいほど気候変動対策の実施水準が高く先進的な対策も導入されているこ

とを指摘した。そのため、本稿では自治体の財政力といった要素も対策基盤整備度に含まれるものと想定する。 
20 適応策に必須となる科学的予測能力、気候変動対応学習能力、防災体制整備度（連携能力を含む）については、

行政制度（公助）に位置づけるとともに、後者2つは地域コミュニティ（自助・共助に係る教育・コミュニティガバナンス）にも位

置づけた。科学的予測能力は、たとえば行政レベルでの地域適応センターによる長期気候予測能力をさすものとし、地域コ

ミュニティには位置づけなかった。 

順応型管理の要素 該当する適応能力

①予測と代替案の設定 科学的予測能力、対策基盤整備度、防災体制整備度

②監視と予防 監視警戒力、科学的予測能力

③科学と政策の連動 科学的予測能力、対策基盤整備度、防災体制整備度

④関係者による情報共有と学習 防災体制整備度、気候変動対応学習能力
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なお、対策リストは、フィールド調査、ヒアリング調査、並びにこれらの調査を通じて得た資料に基づいて作

成した。対策を選択する基準として、対策の重要性、革新性、気候変動適応策との関連性を想定した。革

新的な対策を含めることにより、対策の準備・実施段階に関して都道府県や都市間の差異を検出すること

ができた。重要な対策を見落としていないかを確認するために、質問紙調査で追加項目欄を用意した。 
 

表4.  質問紙調査で想定した対策リストと適応能力・感受性との対応関係 

 
注）A～Cの対策タイプは白井ら(2014)を参照した。    

対策のタ イ プ
（ レ ベル）

対策 適応能力 感受性

A1. 海岸設備の整備 ✔

A2. 河川設備の整備 ✔

A3. （上）下水道設備の整備（浸水対策等） ✔

A4. 農業用排水設備の整備 ✔

A5. 砂防設備の整備 ✔

A6. 治山設備の整備 ✔

A7. 防災・減災を目的とした森林管理 ✔ ✔

A8. 防災・減災を目的とした湿地管理 ✔ ✔

A9. 河川下流～上流の一体的な整備及び管理 ✔ ✔

A10. 既存のハード整備項目と気候変動適応策との対応表の整備 ✔

B1. 高齢者の避難支援 ✔ ✔

B2. 災害時要援護者の避難支援 ✔ ✔

B3. 避難所の環境改善 ✔

B4. 避難所運営に関わる自治体職員の訓練・準備 ✔

B5. 避難所の風水害リスクを踏まえた整備 ✔ ✔

B6. 風水害を対象とした避難訓練の実施支援 ✔

B7. 防災行政無線の戸別受信機の設置支援 ✔

B8. 防災行政無線以外の早期警報システムの構築・運用 ✔

B9. 住民主導の監視カメラ・センサー設置支援 ✔

B10. 洪水ハザードマップの作成（または支援） ✔ ✔

B11. 土砂災害ハザードマップの作成（または支援） ✔ ✔

B12. 洪水ハザードマップの想定の引き上げ ✔ ✔

B13. 土砂災害ハザードマップの想定の引き上げ ✔ ✔

B14. 不動産取引におけるハザードマップ情報提供の勧告 ✔ ✔

B15. ハザードマップを考慮した居住地の移転・誘導勧告 ✔ ✔

B16. 防災教育 ✔

B17. 地域防災計画における風水害の特定災害対策計画の強化・見直し ✔

B18. 地区防災計画の作成支援 ✔

B19. 自主防災組織への支援 ✔

B20. 風水害の防災・減災に資する災害協定の特定 ✔

B21. 復興準備計画の策定 ✔

B22. 復興準備計画の風水害に備えた見直し ✔

B23. 災害対応業務に係るマニュアル・手順書の風水害に備えた見直し ✔

B24. 既存施策リストの気候変動適応策との関連付け ✔

B25. BCP（業務継続計画）の策定・定期的な見直し ✔

C1. 住宅構造・階数を考慮した待機・避難勧告 ✔ ✔

C2. 災害危険区域等の拡充・見直し ✔ ✔

C3. 居住誘導区域の設定 ✔ ✔

C4. 住居の移転・誘導 ✔ ✔

C5. 住居の移転（立ち退き）を伴う遊水地・調整池の新設 ✔ ✔

C6. 都市開発・土地利用計画の変更・差し止め ✔ ✔

C7. 事前復興計画の策定 ✔ ✔

C8. 事前復興計画の風水害に備えた見直し ✔ ✔

C9. 産業誘致を主目的とした、風水害関連のハード整備計画 ✔ ✔

A. ハード対策

（防御）

B. ソフト対策

（リスク最小化）

C. 転換策

（再構成）
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3. 分析結果 

3.1. 適応能力と感受性の重要度の評価 

図4は、ハード対策、ソフト対策、および転換策の実施状況を集約した、地域コミュニティを含んだ地方自

治体の適応能力の構成要素別重要度を示す。既述の通り、各構成要素の重要度は各対策の対策実施レ

ベルの高さ（スコア1または2）と適応策の必要性の高さ（スコア1または2）の合計値（スコア2～4）として評価

し、両者に均等の重みを与えた。また、ハード・ソフト・転換策間の対策数の相違を考慮して、各対策の重み

が均等になるよう補正係数を乗じた。なお、1つの対策が複数の適応能力の構成要素に関連する場合、関

連する構成要素数でスコアを除して影響度を補正した。適応能力の構成要素のスコアの絶対値自体に特

段の意味は無いため、相対的な大小関係に着目する。 

 

 
図4. 地方自治体（地域コミュニティ含む）の適応能力の構成要素別重要度 

注）現状の対策実施レベルと将来の適応策の必要性に基づくスコア間の重み、並びにハード・ソフト・転換策のスコア間の

重みは均等になるように補正した。なお、1つの対策が複数の適応能力の構成要素に関連する場合、関連する構成要素数

でスコアを除して影響度を補正した。各構成要素と対策の対応関係については表6および表7（付録）を参照。 

 

地域コミュニティの適応能力に関して、河川設備・（上）下水道設備（浸水対策）や避難所等の対策に関

連する「インフラ」やリスク認知に関わる「教育」（危険認知度や自主避難判断力）の適応能力の重要度が

高い。表6および表7（付録）に示す通り、危険認知度は、ハザードマップ作成や講演会実施等のソフト対策、

災害危険区域の見直しや住居の移転・誘導等の転換策が気候変動適応策として重視されているため高く

評価される。その他の構成要素の中では、「情報」（情報伝達力や監視警戒力）や「コミュニティガバナンス」

（避難誘導力）の要素が経済や財政のそれよりも重要度が高い。情報伝達力はLINEや多言語対応メール

サービス等の革新的な情報サービス提供が評価されているため、重要度が高い。避難誘導力には自主防

災組織や地区防災計画制度等が寄与している。 
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自治体の行政制度に関して、「対策基盤整備度」（条例・計画等の制度構築能力）や「防災体制整備度」

（連携体制）は、ハード・ソフト・転換策の様々な計画・実施に係る分野横断的な適応能力であるため、防

災・適応策を問わず、重要度が高く評価される。「気候変動対応学習能力」や「科学的予測能力」は、高精

細の気候予測や気候変動影響評価やそれらを踏まえた適応計画作りや普及啓発、並びに地方気象台や

気候変動適応センターとの連携等の取り組みを反映して重要度が評価されている。 

自助・共助・公助に注目すると、「行政制度」に代表される公助の重要性はもとより、個人の対策実施や

避難行動に深く係る「教育」や「情報」といった自助・共助の要素が高く評価されている。また、適応策実施

に不可欠な要素である気候変動対応学習能力や防災体制整備度（多主体の連携能力含む）の重要性は、

地域コミュニティ（自助・共助）よりも自治体（公助）において、より高く評価されている。重要性の評価はやや

低くなるが、科学的予測能力も自治体（公助）に特有の不可欠な適応能力であることが分かる。 

続いて、現在と将来の適応能力要素の評価を比較する。ハード・ソフト・転換策の合計値に着目すると、

現在の防災対策よりも将来の適応策の必要性が高く評価されたのは、財政、教育（自主避難判断力、危

険認知度、気候変動対応学習能力）、情報（監視警戒力、情報伝達力）、コミュニティガバナンス（水防活

動度、救助・救援力）、行政制度のうちの科学的予測能力）である。興味深いことに、インフラ等のハード対

策よりも、教育・情報・コミュニティガバナンス等のソフト対策・転換策の方が、将来の適応能力要素として重

要と認識されていることが示されている。 

図5は、ハード・ソフト・転換策の実施状況を集約した感受性の要素別重要度を示す。「土地利用」に属す

るまち・地域コミュニティの構造に関して、表6および表7（付録）に示す通り、風水害を考慮した避難所の整

備・移転、住居の移転・誘導等の様々な転換策が適応策として重視されたために最も高く評価される。森

林や遊水地等の「自然環境」の感受性要素は、防災を目的とした森林管理、河川の上下流域の一体的管

理、遊水地の新設等が適応策として重視されたため高く評価される。次いで、住宅特性を考慮した待機・避

難勧告等の転換策やハザードマップ作成等のソフト対策が「建物」に関わる感受性の評価に寄与している。

「人間」に係る感受性要素に関して、要援護者として外国籍の方へのメール配信等の対策が適応策として

評価された一方、高齢者の直接的支援は適応策として必要性が強く認識されているわけではないため相

対的なスコアは低く評価される。 

適応能力と同様に、現在と将来の適応能力要素の評価を比較する。ハード・ソフト・転換策の合計値に着

目すると、現在の防災対策よりも将来の適応策の必要性が高く評価されたのは、要援護者（社会的弱者）、

まち・地域コミュニティの構造（居住地・産業・避難所等の立地等）、自然環境（森林、遊水地等）の感受性

の要素である。 
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図5. 地方自治体（地域コミュニティ含む）の感受性の要素別重要度 

 

以上の結果は、全国の自治体により平均的に重視されている適応能力と感受性の構成要素を示す。適

応能力に関して、ハード構造物等のインフラ、行政制度、並びにリスク認知や自主避難判断力等の自助に

係る教育などが高く評価されていることが判明した。特に、気候変動適応策に特有の気候の観測・予測や

適応計画作りに必須となる地方自治体の防災体制整備度、気候変動対応学習能力、科学的予測能力が

重要な要素であることも示された。自助・共助の必要性が一層重視されるとともに、適応策特有の公助の

必要性も示唆されたといえる。感受性に関しては、居住地・避難所・遊水地・防災目的の森林の整備の対

策実施状況に基づいて、まち・地域コミュニティの構造や自然環境といった土地利用に係る要素や洪水や

土砂災害リスク特性に影響する建物に係る要素が高く評価されていると判明した。森林整備の評価結果は、

生態系を活用した防災・減災(Eco-DRR)により脆弱性を低減し適応策として機能させる取り組み(A-PLAT 
2021)の重要性を裏づける結果の1つといえる。現在の防災対策実施レベルよりも将来の適応策の必要性

が高く評価されたのは、適応能力に関しては、財政、教育（自主避難判断力、危険認知度、気候変動対応

学習能力）、情報（監視警戒力、情報伝達力）、コミュニティガバナンス（水防活動度、救助・救援力）、行

政制度のうちの科学的予測能力）、感受性に関しては、要援護者（社会的弱者）、まち・地域コミュニティの

構造（居住地・産業・避難所等の立地等）、自然環境（森林、遊水地等）であった。今後、こうした要素を強

化する防災・適応策の実施拡大が望まれる。 

自治体レベルの適応能力・感受性指標作成においては、まず図3や図4にて高く評価された要素を網羅

することが重要となる。併せて、低く評価された要素に関しても、地域コミュニティや自治体固有の事情に照

らして適切な指標を用意する努力が必要となるだろう。そうすることで、地域コミュニティと行政の双方にお

いて弱点となりうる要素のモニタリング・評価が可能となり、継続的に適応能力の向上と感受性の改善を促

進していくことが可能となると考えられる。 
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3.2. 将来の適応策の必要性認識に関するアンケート調査結果 

3.2節では、ハード・ソフト・転換策に関する現状と気候変動適応策の必要性に関する結果から、適応策

として今後強化する必要のある対策を示す（図3の手順4②に該当）。これらの結果は将来の適応策の必

要性に関する重要度スコアとして適応能力と感受性の評価（3.1節：図2（7）に該当）にも反映されているが、

自治体の対策準備・実施状況の側面から整理した結果（図2（1）に該当）も自治体の対策検討に資すると

判断し、ここに要点を示す。 

3.2.1. ハード対策 

表7と表9（付録）に示す通り、河川（A2）（実施率2175%）・（上）下水道（A3）（実施率75%）・海岸設備

（A1）（実施率70%）・農業用排水（A4）（実施率75%）の整備、防災・減災を目的とした森林管理（A7）（実

施率54%）、河川の上下流の一体的管理（A9）（実施率56%）、並びに既存のハード整備項目の適応策との

対応表の作成（A10）（実施率30%）が気候変動適応策として必要と回答された上位半分の対策である22。

自由記述の回答結果において、河川整備に関して、河積確保のための河道掘削や伐木、ダム事前放流の

実施に関する検討が、海岸保全設備に関しては養浜工による砂浜の再生の必要性が指摘された。森林管

理（実施率54%）や既存のハード整備項目の適応策との対応表の作成（実施率30%）は現状の対策実施レ

ベルは必ずしも高くないものの、気候変動適応に特有の対策として重要性が認識されている（表7の赤色の

項目23）。森林管理や河川上下流の一体的管理に関する結果は、事前フィールド調査で確認した、2017年

九州北部豪雨被害を受けた自治体の河川上流域の土砂崩れに伴う森林の被災状況や九州・中国地方の

自治体職員の方の指摘と整合的である。 

なお、将来の気候変動を考慮した海岸・河川・（上）下水道設備等のハード整備を計画・実施中の自治

体は約10%に上るが、気候予測の不確実性に柔軟に対処できるように、複数の予測値に応じた対策リスト

（複数の設計基準や対策開始時期）作成を検討し始めている自治体は無かった。ハード整備における順応

型管理は今後の課題であることが示唆される。 

3.2.2. ソフト対策 

表7と表10（付録）に示す通り、質問紙調査のソフト対策リスト（B1～25）のうち適応策の必要性が指摘さ

れたのは、避難所の整備・移転（B5）（実施率89%）、住民主導の監視カメラ・センサー設置支援（B9）（実

施率17%）、ハザードマップ作成・想定引き上げ（B10～13）（実施率97%、94%、94%、41%）、地区防災計

画の作成支援（B18）（実施率68%）、自主防災組織の支援（B19）（実施率100%）である。その内、住民主

導の監視カメラ・センサー設置支援（B9）、土砂災害ハザードマップの想定引き上げ（B13）、地区防災計画

の作成支援（B18）は現状の実施率は高くないものの適応策としての重要性が認識されているため、今後の

対策の展開が示唆される。特に、地区防災計画と適応策の統合はきわめて先進的な取り組みとなると考え

られる。 

表5は質問紙調査の対策リストに追加して回答された適応策の項目を示す。第1に、防災・減災対策の延

長としての適応策に関して、財政、教育、コミュニティガバナンス、情報、行政制度に係る様々な対策項目

が回答された。LINEや多言語対応メール等のICT技術の活用、監視カメラ設置、情報共有システムの機能

                                                      

 
21 実施率は、当該対策を実施済みの自治体割合をさす。表9～11で示したように、対策実施レベル（各自治体の5段階

の実施レベルの自治体間平均値）とは区別していることに留意されたい。 
22 2.2節で既述の通り、気候変動適応策として必要と回答された上位50%以内の対策項目を選別した。海岸（A1）・農

業用排水設備（A4）、既存のハード整備項目の適応策との対応表の作成（A10）は10対策中同率5位であっためハード整備

については上位70%までの対策を抽出した。 
23 同表の赤色の対策は、現状対策の単純延長ではなく、新規もしくは非連続的な対策実施が必要な防災・減災対策お

よび適応策であるため、政策検討に際して注視する必要があると考えられる。 
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強化といった情報に係る対策、並びに地区防災計画等の共助を促進するコミュニティガバナンスに係る対

策が適応策として検討されている点が示されている。中でも、小学校区単位やマンション・町内会単位など

複層的な地域コミュニティのニーズに即した地区防災計画作成支援などは特筆に値する。第2に、適応策

に特有の対策は教育、情報、行政制度に係る適応能力に関連する。気候変動に関する講演会や適応策

の普及啓発は危険認知度や気候変動対応学習能力を高めるのに寄与する。気候変動予測情報は適応

策に必須の情報であるとともに、地方気象台や気候変動適応センターといった、行政の外部機関との連携

能力等が問われることが示唆される。 

 
表5. 今後加速する不確実性を伴う気候変動に適応するために必要なソフト対策 

 
 

3.2.3. 転換策 

表7と表11（付録）に示す通り、災害危険区域等の拡充・見直し（C2）（実施率80%）、住宅構造・階数を

考慮した待機・避難勧告（C1）（実施率55%）、居住誘導区域の設定（C3）（実施率53%）、住居の移転・誘

導（C4）（実施率29%）が、今後適応策として必要と回答された上位半分の対策である。これらの対策は現

状の対策実施レベルも高く評価されたため、政策上きわめて重要な対策といえる。事前復興計画の風水害

に備えた見直し（C8）は適応策の必要性は高くは認識されていないが、まちづくりや土地利用といった感受

性に深く係る対策であることを考慮すると、気候変動の進行に伴い事前復興計画も適応策として認識され

ていく余地はあると考えられる。さらに、実施率はきわめて低い（4%）が産業誘致を主眼に置いたハード対策

（C9）を実施している自治体も存在する。 

次に、質問紙調査の対策リストに追加して回答された転換策には、想定最大規模降雨を対象とした各種

（洪水、土砂災害、浸水[内水]）ハザードマップの作成が挙げられた。その他、施設では防ぎきれない洪水

は必ず発生するという水防災意識社会再構築の考え方に基づいた浸水被害軽減策に関する回答も得た。 

 
  

適応能力の要素 防災・減災対策の強化の延長の適応策 気候変動適応策

インフラ 避難所の見直し ―

財政
市町村が実施するソフト対策全般に対する財政支援（例：資機

材整備、ハザードマップ作成、避難所整備）
―

教育（自助） 出前講座、シンポジウム、セミナー開催など啓発の実施
地方気象台と連携した気候講演会の開催、気候

変動適応策等の普及啓発

情報（自助・共助）
防災関係機関の情報共有システムの機能強化、避難情報発令
エリアの見直し、監視カメラの設置、LINEによる情報発信、多言

語（10言語）対応したメール配信サービスの運用開始

長期的な気候変動影響予測の情報収集及び分析
業務の委託

コミュニティガバナンス
（共助）

自主防災組織の育成支援策の拡充、小学校区単位での地区防
災計画の策定促進、マンション・町内会等小規模な単位での策

定促進（検討中）
―

行政制度（公助） 災害対策本部体制の見直し、上記の各種対策の実施促進 気候変動適応センターとの連携による事業実施
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3.3. 適応能力の潜在的な指標に関するアンケート調査結果 

最後に、自治体レベルの適応能力の指標に関する質問紙調査結果を示す（図3、手順2の手法Aおよび

手順4③に該当）。本稿と並行的に進めている統計解析（Arino et al. 2020）と整合させるために、被害対象

を気候災害による人的被害（具体的には、負傷・死亡・行方不明者数をさす）に絞って各適応能力指標と

の相関関係を質問した24。この結果は、図2（3）の指標選択に貢献することを目的とした予備的結果である

とともに、3.1節で示した対策実施レベル等から適応能力の重要度を推定する方法を補完する意味合いも

有する。 

図6は経済、教育、情報、コミュニティガバナンス、行政制度に係る20の適応能力要素と人的被害の相

関に関する自治体職員による主観的評価（平均値）の順位を示す。上位であればあるほど適応能力指標と

して重要であることが示唆される。上位半分（10位まで）には、8.避難訓練実施状況、7.自主防災組織率、

9.消防署・消防団数等、10.職員による地域説明会の実施回数、18.地区防災計画策定状況等のコミュニ

ティガバナンス（共助）に係る指標、11.地域説明会への住民参加人数の教育（自助）に係る指標、19.地域

防災計画の策定状況、14.自治体の防災関連の職員数、13.自治体の防災関連予算規模（災害復旧事業

費等）、17.広域消防相互応援協定の締結状況の行政制度（公助）に係る指標が含まれる。次に、下位半

分に着目する。情報に係る適応能力指標に関して、6.世帯のスマートフォン保有率、5.世帯のテレビ保有率、

4.世帯の防災行政無線（戸別受信機）保有率のうち、僅差であるがスマートフォンの優位性が示唆される。

行政制度に係る適応能力指標に関して、20.防災関係者における女性の割合、12.自治体の財政状況（実

質収支比率や財政力指数等の財政上のゆとり）、16.地域活性化に関する包括的連携協定の締結状況の

順に重要度が確認された。15.当該都道府県内の市区町村数、又は当該市内の区町村・自治会数は、自

治体の合併により行政サービスが行き届かなくなり被害が大きくなる地域コミュニティが増加する可能性を

踏まえた指標であるが、間接的な指標であるため平均値は低い。その他、経済や教育に係る指標は人的

被害との相関は殆ど認められないとの結果となった。これは、国際的な自然災害による人的被害の要因分

析をした研究（たとえば、Toya and Skidmore (2007)）とは顕著に異なる結果であり、日本国内では経済や

教育水準がある程度均質的であることや人的被害には避難や救助行動に係る指標の方が大きく影響する

ことを示唆すると考えられる。 

                                                      

 
24 質問文は「貴自治体でのご経験に照らして、次の指標が各地域における風水害による人的被害の発生・抑止と関係

すると考えられるかに関するご認識をお答えください。各指標に関して、もっともよく当てはまる番号に☑印をつけてください。

1．全く関係しない、2．少しは関係する、3．大いに関係する、4．関係するか否かについて判断できない（どちらともいえない）」

である。評価においては、4の回答を除外して、平均値を算出した。 
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図6. 人的被害と適応能力要素の相関の自治体間平均値（「大いに関係する」=2ポイント、「少しは関係する」

=1ポイント、「全く関係しない」又は「どちらともいえない」=0ポイント） 
 

さらに、事前に用意した20指標は十分に網羅的ではない可能性に留意し、質問紙調査では自由記述

で候補となる指標を質問した。その結果、①インフラ（及び行政制度）に係る指標として公共施設等総合

管理計画策定済み市町村数または地区数、津波避難施設を整備各準した県内沿岸市町数、護岸の整

備延長、洪水調整施設の共用箇所数、土砂災害防止施設の整備箇所数、②教育（リスク認知等の自助）

に係る指標として、防災士資格取得者数、研修・講習の修了者やハザードマップ（洪水、土砂災害、津波）

作成済み市町村数または地区数、③情報に係る指標として、複数の情報伝達手段を整備している市町

村数または地区数、防災メール等登録者数、④コミュニティガバナンス（共助）に係る指標として災害ボラ

ンティアセンター設置・運営マニュアル策定済み市町村数または地区数、並びに⑤行政制度の指標とし

てBCP策定済み市町村数という回答を得た。これらはすでに自治体の政策で導入され、モニタリング・評

価（図2（2）に該当）に適用されている指標である。 

3.3節の結果は人的被害と相関を有すると考えられる指標に関する回答であり適用範囲は限定される。

しかしながら、統計解析等により指標の有意性や係数の大きさを検証することにより、指標選択、モニタリ

ング・評価、対策実施という政策実施プロセスに寄与する科学的知見を提供することが期待される。 
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4. 結論   
 
本稿は、アンケート調査結果に基づいて、主に地方自治体にとって政策上重要な適応能力と感受性の

構成要素と候補となる指標（指標は適応能力のみ）を分析した。さらに、その結果と方法論の特徴をふまえ

て、今後どのような適応策を行っていく必要があるかを示した。なお、本稿の分析対象は図2（1）（6）（7）に

該当し、図2（1）（2）（3）の自治体の対策実施プロセスに貢献することを主目的とした。 

3.1節では、現在の対策実施レベルと将来の適応策の必要性の認識から適応能力と感受性の主要な構

成要素の重要度を評価する方法を示した。特に、複雑な要素がからみ合う適応能力に関して、地域コミュ

ニティの地域防災力の構成要素と適応策実施に特有の適応能力の要素を統合する形で自治体の適応能

力を網羅的に評価した。この方法により、適応能力と感受性の重要度に照らして、指標選択、モニタリング・

評価、並びに対策実施強化を行うことが可能となる。この方法では、対策リストと各構成要素が対応づけら

れているため、構成要素の重要度を見ながら対策リストの過不足の検証を行うことが可能である。他方、各

構成要素の重要度スコアは想定した対策リストに左右されているため、重複や不足を改善するなど対策リス

トの精査により適応能力と感受性の評価結果の妥当性を向上させることが望まれる。たとえば、適応能力の

構成要素の結果（図4）ではコミュニティガバナンス（社会関係資本に相当）のスコアが低めに評価されてい

る。これに係る対策リストに不足がないかを精査することで、自治体横断的な適応能力評価の精度向上に

寄与するとともに、当該自治体の政策の検証にも役立てることが可能である。重要度スコアが低い理由が

実際の対策の不足によるものであれば、その点を次期の政策立案・実施に反映させる等の対応も考えられ

る。3.2節では、将来の適応策の必要性認識に関するアンケート調査結果を示した。これらの結果は上述の

対策リストの検証に活用できる直接的な資料であるとともに、防災対策と適応策を統合するための優先課

題を示唆している。ただし、対策や取り組みが適応能力をどのように向上させ、感受性をどのように低減する

かを併せて把握することは必須であり、3.1節の方法論の一部としての位置づけを認識することが肝要であ

る。3.3節では、気候災害分野の適応能力の候補指標の主観的評価を直接回答してもらう方法と結果を示

した。提示された指標に関する自治体職員による平均的な評価を序列化することで、気候災害分野で重

要と考えられる指標を明示した。候補指標の選択は評価者である著者の仮説や分析目的（統計解析での

検証等）に依存しているが、実際の政策で活用されている様々な指標に関する回答と合わせることで指標

候補が幅広く提示されたと考えられる。ただし、候補指標の選択においては、やはり適応能力と感受性の構

成要素に関する理解が欠かせない。そのため、3.1節の手法により、現在の対策リストから推定される適応

能力と感受性の構成要素の重要度を理解した上で、各要素の改善に必須の対策および指標を選択するこ

とが必要となる。その意味で、3.1節から3.3節の検討結果は独立ではなく、一連の政策立案・実施プロセス

において補完的に活用される性質を有するといえる。 

続いて、今後の研究課題を示す。本稿の主要な貢献である3.1節の結果は、2.1節に示した「当該対策の

実施レベルおよび将来的な適応策の必要性レベルが、全国の自治体職員が認識する地域コミュニティレ

ベルの適応能力と感受性の重要度を代表する」という想定に基づいているが、この仮定が妥当であるかに

ついて、今後気候や社会経済の将来予測をふまえた専門家による重要度の評価と対照させるなどして検

証する余地がある。また、本稿で示した適応能力と感受性の重要度は自治体職員が認識する重要度であ

り、地域コミュニティの実際の適応能力と感受性自体を評価するものではない点にも留意が必要である。 

さらなる課題として、適応能力や感受性の指標と気候変動リスク（たとえば、人的被害）の相関を統計的

に解析し、指標の妥当性を評価する必要がある。Arino et al. (2020) が試験的に実施したように、降水量

等のハザード変数も含めて評価することにより、今後の気候変動下で有効な適応能力と感受性の要素が解

明され得る。これらの知見が図2（4）（5）で示した気候変動影響（リスク）予測や適応策の将来的な対策効

果の評価に活用され、経験科学と予測科学の双方が効果的に自治体の対策準備・実施に役立てられるこ

とが期待される。ただし、統計的な手法では見かけの相関等の課題もあるため、実際に発生した水害事例

を分析し、その被害の程度に適応能力や感受性がどのように関係したのかをミクロに検証していくアプローチ

は不可欠である。たとえば末次忠司 (2016)のように、水害事例から被害の要因プロセスを明らかにし、そこ

からあるべき適応能力や感受性の姿、つまり適応策を提案していく丹念な積み重ねが重要である。 
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 付録 
表6. 質問紙調査で想定した対策リストと適応能力・感受性との対応関係と現状の対策実施レベルに関する重要度スコア（合計1または2：最右列） 
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災
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度
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力

水防活動
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救助・救援
力

防災体制
整備度
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整備度

防災体制
整備度

気候変動
対応学習

能力

科学的予
測能力

年齢
要援護者（社会

的弱者）

住宅特性（階
数、材質、築年

数等）

まち・地域コミュ
ニティの構造

（居住地・産業・
避難所等の立

地等）

自然環境（森
林、遊水地等）

A1. 海岸設備の整備 2.00 2
A2. 河川設備の整備 2.00 2
A3. （上）下水道設備の整備（浸水対策等） 2.00 2
A4. 農業用排水設備の整備 2.00 2
A5. 砂防設備の整備 1.00 1
A6. 治山設備の整備 1.00 1
A7. 防災・減災を目的とした森林管理 0.50 0.50 1
A8. 防災・減災を目的とした湿地管理 0.50 0.50 1
A9. 河川下流～上流の一体的な整備及び管理 0.50 0.50 0.50 0.50 2
A10. 既存のハード整備項目と気候変動適応策との対応表の整備 0.50 0.50 1
B1. 高齢者の避難支援 0.33 0.33 0.33 1
B2. 災害時要援護者の避難支援 0.33 0.33 0.33 1
B3. 避難所の環境改善 2.00 2
B4. 避難所運営に関わる自治体職員の訓練・準備 2.00 2
B5. 避難所の風水害リスクを踏まえた整備（移転含む） 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 2
B6. 風水害を対象とした避難訓練の実施支援 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 2
B7. 防災行政無線の戸別受信機の設置支援 0.50 0.50 1
B8. 防災行政無線以外の早期警報システムの構築・運用 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 2
B9. 住民主導の監視カメラ・センサー設置支援 0.25 0.25 0.25 0.25 1
B10. 洪水ハザードマップの作成（または支援） 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 2
B11. 土砂災害ハザードマップの作成（または支援） 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 2
B12. 洪水ハザードマップの想定の引き上げ 0.22 0.22 0.22 0.22 0.22 0.22 0.22 0.22 0.22 2
B13. 土砂災害ハザードマップの想定の引き上げ 0.11 0.11 0.11 0.11 0.11 0.11 0.11 0.11 0.11 1
B14. 不動産取引におけるハザードマップ情報提供の勧告 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 1
B15. ハザードマップを考慮した居住地の移転・誘導勧告 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 1
B16. 防災教育 0.25 0.25 0.25 0.25 1
B17. 地域防災計画における風水害の特定災害対策計画の強化・見直し 0.33 0.33 0.33 1
B18. 地区防災計画の作成支援 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13 1
B19. 自主防災組織への支援 0.29 0.29 0.29 0.29 0.29 0.29 0.29 2
B20. 風水害の防災・減災に資する災害協定の特定 0.67 0.67 0.67 2
B21. 復興準備計画の策定 0.50 0.50 1
B22. 復興準備計画の風水害に備えた見直し 0.33 0.33 0.33 1
B23. 災害対応業務に係るマニュアル・手順書の風水害に備えた見直し 0.67 0.67 0.67 2
B24. 既存施策リストの気候変動適応策との関連付け 0.33 0.33 0.33 1
B25. BCP（業務継続計画）の策定・定期的な見直し 1.00 1.00 2
B26. 市町村が実施するソフト対策全般に対する財政支援 0
B27. 避難情報発令エリアの見直し 0
B28. 出前講座、シンポジウム、セミナー開催など啓発の実施 0
B29. LINEによる情報発信 0
B30. 多言語（10言語）対応したメール配信サービスの運用開始 0
B31. 災害対策本部体制の見直し 0
B32. 防災関係機関の情報共有システムの機能強化 0
B33. 地方気象台と連携した気候講演会の開催 0
B34. 気候変動適応策等の普及啓発 0
B35. 長期的な気候変動影響予測の情報収集及び分析業務の委託 0
B36. 気候変動適応センターとの連携による事業実施 0
C1. 住宅構造・階数を考慮した待機・避難勧告 0.50 0.50 0.50 0.50 2
C2. 災害危険区域等の拡充・見直し 1.00 1.00 2
C3. 居住誘導区域の設定 1.00 1.00 2
C4. 住居の移転・誘導 1.00 1.00 2
C5. 住居の移転（立ち退き）を伴う遊水地・調整池の新設 0.33 0.33 0.33 1
C6. 都市開発・土地利用計画の変更・差し止め 0.33 0.33 0.33 1
C7. 事前復興計画の策定 0.33 0.33 0.33 1
C8. 事前復興計画の風水害に備えた見直し 0.20 0.20 0.20 0.20 0.20 1
C9. 産業誘致を主目的とした、風水害関連のハード整備計画 0.17 0.17 0.17 0.17 0.17 0.17 1

各対策の
合計スコ

ア

A. ハード対策

（防御）

B. ソフト対策

（リスク最小化）

B'. ソフト対策

（リスク最小化）
※質問紙調査に
より得られた、気
候変動適応策の
追加対策項目

C. 転換策

（再構成）

対策のタイプ
（レベル）

対策

適応能力 感受性

教育（自助） 情報（自助・共助） コミュニティガバナンス（共助） 行政制度（公助） 人間 土地利用
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表7. 質問紙調査で想定した対策リストと適応能力・感受性との対応関係と将来の適応策の必要性に関する重要度スコア（合計1または2：最右列） 

 
注）赤色の対策は、現状の対策実施レベルは下位半分だが将来の適応策の必要性レベルが上位半分または高く認識されている対策をさす。将来の気候変動に備えた対策として、現状対策の単純延長で

は十分ではなく、新規もしくは非連続的な対策実施が必要な防災・減災対策および適応策であるため、政策検討に際して十分留意する必要がある。
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避難誘導
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整備度

防災体制
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科学的予
測能力

年齢
要援護者（社会

的弱者）

住宅特性（階
数、材質、築年

数等）

まち・地域コミュ
ニティの構造

（居住地・産業・
避難所等の立

地等）

自然環境（森
林、遊水地等）

A1. 海岸設備の整備 1.00 1
A2. 河川設備の整備 2.00 2
A3. （上）下水道設備の整備（浸水対策等） 2.00 2
A4. 農業用排水設備の整備 2.00 2
A5. 砂防設備の整備 1.00 1
A6. 治山設備の整備 1.00 1
A7. 防災・減災を目的とした森林管理 1.00 1.00 2
A8. 防災・減災を目的とした湿地管理 0.50 0.50 1
A9. 河川下流～上流の一体的な整備及び管理 0.50 0.50 0.50 0.50 2
A10. 既存のハード整備項目と気候変動適応策との対応表の整備 1.00 1.00 2
B1. 高齢者の避難支援 0.33 0.33 0.33 1
B2. 災害時要援護者の避難支援 0.33 0.33 0.33 1
B3. 避難所の環境改善 1.00 1
B4. 避難所運営に関わる自治体職員の訓練・準備 1.00 1
B5. 避難所の風水害リスクを踏まえた整備（移転含む） 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 2
B6. 風水害を対象とした避難訓練の実施支援 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13 1
B7. 防災行政無線の戸別受信機の設置支援 0.50 0.50 1
B8. 防災行政無線以外の早期警報システムの構築・運用 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13 1
B9. 住民主導の監視カメラ・センサー設置支援 0.50 0.50 0.50 0.50 2
B10. 洪水ハザードマップの作成（または支援） 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 2
B11. 土砂災害ハザードマップの作成（または支援） 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 2
B12. 洪水ハザードマップの想定の引き上げ 0.22 0.22 0.22 0.22 0.22 0.22 0.22 0.22 0.22 2
B13. 土砂災害ハザードマップの想定の引き上げ 0.22 0.22 0.22 0.22 0.22 0.22 0.22 0.22 0.22 2
B14. 不動産取引におけるハザードマップ情報提供の勧告 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 1
B15. ハザードマップを考慮した居住地の移転・誘導勧告 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 1
B16. 防災教育 0.25 0.25 0.25 0.25 1
B17. 地域防災計画における風水害の特定災害対策計画の強化・見直し 0.33 0.33 0.33 1
B18. 地区防災計画の作成支援 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 2
B19. 自主防災組織への支援 0.29 0.29 0.29 0.29 0.29 0.29 0.29 2
B20. 風水害の防災・減災に資する災害協定の特定 0.33 0.33 0.33 1
B21. 復興準備計画の策定 0.50 0.50 1
B22. 復興準備計画の風水害に備えた見直し 0.33 0.33 0.33 1
B23. 災害対応業務に係るマニュアル・手順書の風水害に備えた見直し 0.33 0.33 0.33 1
B24. 既存施策リストの気候変動適応策との関連付け 0.33 0.33 0.33 1
B25. BCP（業務継続計画）の策定・定期的な見直し 0.50 0.50 1
B26. 市町村が実施するソフト対策全般に対する財政支援 0.67 0.67 0.67 2
B27. 避難情報発令エリアの見直し 0.50 0.50 0.50 0.50 2
B28. 出前講座、シンポジウム、セミナー開催など啓発の実施 0.67 0.67 0.67 2
B29. LINEによる情報発信 2.00 2
B30. 多言語（10言語）対応したメール配信サービスの運用開始 1.00 1.00 2
B31. 災害対策本部体制の見直し 1.00 1.00 2
B32. 防災関係機関の情報共有システムの機能強化 1.00 1.00 2
B33. 地方気象台と連携した気候講演会の開催 0.29 0.29 0.29 0.29 0.29 0.29 0.29 2
B34. 気候変動適応策等の普及啓発 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 2
B35. 長期的な気候変動影響予測の情報収集及び分析業務の委託 0.67 0.67 0.67 2
B36. 気候変動適応センターとの連携による事業実施 0.67 0.67 0.67 2
C1. 住宅構造・階数を考慮した待機・避難勧告 0.50 0.50 0.50 0.50 2
C2. 災害危険区域等の拡充・見直し 1.00 1.00 2
C3. 居住誘導区域の設定 1.00 1.00 2
C4. 住居の移転・誘導 1.00 1.00 2
C5. 住居の移転（立ち退き）を伴う遊水地・調整池の新設 0.33 0.33 0.33 1
C6. 都市開発・土地利用計画の変更・差し止め 0.33 0.33 0.33 1
C7. 事前復興計画の策定 0.33 0.33 0.33 1
C8. 事前復興計画の風水害に備えた見直し 0.20 0.20 0.20 0.20 0.20 1
C9. 産業誘致を主目的とした、風水害関連のハード整備計画 0

各対策の
合計スコ

ア

A. ハード対策

（防御）

B. ソフト対策

（リスク最小化）

B'. ソフト対策

（リスク最小化）
※質問紙調査に
より得られた、気
候変動適応策の
追加対策項目

C. 転換策

（再構成）

対策のタイプ
（レベル）

対策

適応能力 感受性

教育（自助） 情報（自助・共助） コミュニティガバナンス（共助） 行政制度（公助） 人間 土地利用
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表8. 気候変動適応のために必要と回答されたソフト対策項目（表6、7を拡大かつ詳細化） 

 

 

 
表9. ハード対策に関する質問紙調査の回答結果：対策実施レベルの自治体間平均値と将来の適応が必要と

回答した自治体数（割合） 

 
注）98自治体に送付、回収数37、有効回答数37、有効回答率38％。対策実施レベルの回答時スコアは次の通りである。

「1．特段の整備は実施していない、2．過去の実測値を踏まえた整備を準備・計画中である、3．過去の実測値を踏まえた

整備を実施済み・継続中であるが、将来の気候変動予測に基づいた整備は実施していない、4．将来の気候変動予測に

基づいた整備を設計済みであるが、実施していない、5．将来の気候変動予測に基づいた整備を設計済み、かつ実施済

み・継続中である」 

 
  

B26. 市町村が実施するソフト対策全般に対する財政支援（例：資機材整備、

ハザードマップ作成、避難所整備等）※ハザードマップはB10～13、避難所整

備はB5で考慮）

B27. 避難情報発令エリアの見直し

B28. 出前講座、シンポジウム、セミナー開催など啓発の実施

B29. LINEによる情報発信

B30. 多言語（10言語）対応したメール配信サービスの運用開始

B31. 災害対策本部体制の見直し

B32. 防災関係機関の情報共有システムの機能強化

B33. 地方気象台と連携した気候講演会の開催

B34. 気候変動適応策等の普及啓発

B35. 長期的な気候変動影響予測の情報収集及び分析業務の委託

B36. 気候変動適応センターとの連携による事業実施

B'. ソフト対策

（リスク最小化）

ハード対策項目
対策実施レベルの
自治体間平均値

（回答時スコア:1～5）

将来の適応策が必要と
回答した自治体数

（割合[%]）

A2. 河川設備の整備（例：ダム、堤防、河川の付け替え、放水路、調整池） 2.71 55%

A3. (上)下水道設備の整備（例：雨水の貯水・排水設備） 2.71 42%

A4. 農業用排水設備の整備（例：遊水池、ため池） 2.61 34%

A1. 海岸設備の整備（例：防波堤、防潮堤、岸壁） 2.60 34%

A9. 河川下流～上流の一体的な整備（例：ハード整備に係わる部署間連携） 2.40 37%

A5. 砂防設備の整備（例：砂防ダム） 2.35 26%

A7. 防災・減災を目的とした森林整備（例：間伐、補植、森林の高年齢化・大径木化等） 2.27 45%

A6. 治山設備の整備（例：治山ダム） 2.26 32%

A10. 既存のハード整備項目と気候変動適応策との対応表の整備（例：気候変動適応策と関連する施策の洗い出し） 1.83 34%

A8. 防災・減災を目的とした湿地整備 1.06 5%
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表10. ソフト対策に関する質問紙調査の回答結果：対策実施レベルの自治体間平均値 

 
注）98自治体に送付、回収数37、有効回答数37、有効回答率38％。対策実施レベルの回答時スコアは次の通りである。

「1．政策課題として認識していない、2．課題認識しているがまだ計画には至っていない、3．まだ対策を実施していないが

準備・計画中である、4．対策を実施済みであるがまだ十分ではない、5．対策をほぼ十分に実施済み・継続中である」 な

お、ソフト対策の将来の適応策の必要性は自由記述式回答としたため、3.1節の評価においては、少なくとも1つの自治体に

より必要と回答された対策にスコア2、それ以外の対策にスコア1を付与した。 

 
表11. 転換策に関する質問紙調査の回答結果：対策実施レベルの自治体間平均値と将来の適応が必要と回

答した自治体数（割合） 

 
注）98自治体に送付、回収数37、有効回答数37、有効回答率38％。対策実施レベルの回答時スコアは次の通りである。

「1．政策課題として認識していない、2．課題認識しているがまだ計画には至っていない、3．まだ対策を実施していないが

準備・計画中である、4．対策を実施済みであるがまだ十分ではない、5． 対策をほぼ十分に実施済み・継続中である」 
 

  

ソフト対策項目
対策実施レベルの
自治体間平均値

（回答時スコア:1～5）

将来の適応策が必要と
回答した自治体数

（割合[%]）

B25. BCP（業務継続計画）の策定・定期的な見直し 4.69 -

B10. 洪水ハザードマップの作成（または支援） 4.68 -

B11. 土砂災害ハザードマップの作成（または支援） 4.65 -

B19. 自主防災組織への支援（例：リーダー育成研修） 4.47 -

B8. 防災行政無線以外の早期警報システムの構築・運用
    （例： 自治体職員によるLアラート運用訓練の実施）

4.44 -

B12. 洪水ハザードマップの想定の引き上げ
    （例：発生確率30年に1回の洪水から100年に1回の洪水へ）

4.41 -

B4. 避難所運営に関わる自治体職員の訓練・準備（例：担当者名簿作成） 4.28 -

B5. 避難所の風水害リスクを踏まえた整備
    （例：ハザードマップ浸水エリア内の避難所の廃止及び避難所の浸水エリア外への設定）

4.18 -

B23. 災害対応業務に係るマニュアル・手順書の風水害に備えた見直し 4.18 -

B6. 風水害を対象とした避難訓練の実施支援 4.16 -

B20. 風水害の防災・減災に資する災害協定の特定 4.06 -

B3. 避難所の環境改善 4.03 -

B2. 災害時要援護者（高齢者以外）の避難支援 3.97 -

B1. 高齢者の避難支援 3.88 -

B17. 地域防災計画における風水害の特定災害対策計画の強化・見直し 3.88 -

B16. 防災教育（例：教科書への記載、教育課程への統合） 3.81 -

B18. 地区防災計画の作成支援 3.41 -

B7. 防災行政無線の戸別受信機の設置支援 3.38 -

B13. 土砂災害ハザードマップの想定の引き上げ 3.28 -

B14. 不動産取引におけるハザードマップ情報提供の勧告 2.85 -

B21. 復興準備計画の策定 2.71 -

B24. 既存施策リストの気候変動適応策との関連付け
   （例： 気候変動適応策と関連する施策のリスト化）

2.61 -

B22. 復興準備計画の風水害に備えた見直し 2.35 -

B15. ハザードマップを考慮した居住地の移転・誘導勧告 2.27 -

B9. 住民主導の監視カメラ・センサー設置支援（例：近隣の河川や崖への設置） 1.80 -

転換策項目
対策実施レベルの
自治体間平均値

（回答時スコア:1～5）

将来の適応策が必要と
回答した自治体数

（割合[%]）

C2. 災害危険区域等の拡充・見直し 3.93 29%

C1. 住宅構造・階数を考慮した待機・避難勧告（例：平屋の居住者への勧告、ハザードマップ浸水深に基づいた垂直避

難の有効性の通知、より安全な部屋での就寝）
3.24 47%

C3. 居住誘導区域の設定 3.21 29%

C4. 住居の移転・誘導（例：災害危険区域から居住誘導区域への誘導） 2.63 21%

C7. 事前復興計画の策定 2.46 -

C8. 事前復興計画の風水害に備えた見直し 2.19 8%

C6. 都市開発・土地利用計画の変更・差し止め（例：建築基準法第 84 条に基づく指定区域の建築制限に準ずる措置） 1.96 8%

C5. 住居の移転（立ち退き）を伴う遊水地・調整池の新設 1.83 5%

C9. 産業誘致を主目的とした、風水害関連のハード整備計画 1.58 5%
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